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１．農業をとりまく情勢
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（１）食料自給率の推移
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食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきました。近年は、カロリー
ベースでは横ばいで推移しています。

食料自給率＝
国内生産

国内生産＋輸入－輸出±在庫増減

資料：農林水産省「食料需給表」

（年度）

（％）
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生産額ベース

カロリーベース



（２）我が国と諸外国の食料自給率

輸出が多い国の食料自給率は100％を超えている中にあって、我が国の食料
自給率は、先進国中最低水準です。
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資料：農林水産省「食料需給表」、FAO“Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算。（アルコール類等は含まない）
注１：数値は暦年（日本のみ年度）。スイス及びイギリス（生産額ベース）については、各政府の公表値を掲載。
注２：畜産物及び加工品については、輸入飼料及び輸入原料を考慮して計算。

（％）

平成29年度
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（３）国民１人・１年当たり供給純食料の推移

4
資料：農林水産省「食料需給表」



（４）農業総産出額の推移
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○我が国の国土利用の現況（平成２６年）

資料：国土交通省「平成２７年度土地に関する動向」

国土面積 3,780

○各国の国土面積と農地面積（平成２５年） 単位：万ha

○耕地利用率（田畑計）の推移
資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

単位：万ha

2,506

(66.3%)

452

(12.0%)

704

(18.6%)

118(3.1%)

日本 米国 EU(28) 豪州ドイツ フランス イギリス オランダ

農地面積（万ha） 450 40,544 18,636 1,670 2,877 1,725 185 39,662

国土面積（万ha） 3,780 98,315 43,835 3,572 5,491 2,436 415 77,412

国土面積に占め
る割合（％）

12.1 41.2 42.5 46.8 52.4 70.8 44.5 51.2

資料：日本の農地面積は、耕地及び作付面積統計」（平成27年）、FAO「FAOSTAT」（平成25年）

注：日本の「国土面積に占める割合」は、北方領土を除いた国土面積に対する割合。
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耕地利用率（％）＝作付（栽培）延べ面積／耕地面積 ×100

（５）我が国の農地の状況
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○ 我が国の国土利用の状況をみると、農地面積は国土面積のわずか12％
○ 国土面積が同規模の国と比較しても、我が国の農地面積の割合は低いため、限られ
た農地を有効に活用することが重要（平成27年の耕地利用率は91.8％）

単位：％



（６）農地・耕作放棄地面積の推移
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（７）年齢別基幹的農業従事者数の推移
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（８）担い手の高齢化
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（９）農家１戸あたりの経営規模の推移
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（10）我が国における総人口の長期的推移
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（11）日本の人口の推移
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２．農業政策の変遷
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農業政策の変遷
戦後農政の流れ

戦後の農政は､以下の４つに大別できる。

１．終戦後から農業基本法制定まで（1945～61年）
終戦後のめざましい経済成長のもと、農業と他産業との間の生産性と従事者の生

活水準の格差是正を目的として、農業基本法が1961年に制定

２．農業基本法のもとでの農政展開（1961～80年）
需要が見込まれる畜産や果樹、野菜等の生産の拡大や、農業従事者が他産業従事

者と均衡する所得を確保できる規模拡大の推進等が展開

３．国際化の進展と食料・農業・農村基本法の制定（1980～99年）
急速な経済成長と国際化の著しい進展等により我が国経済社会は大きな変化を遂

げ、農政をめぐる状況が大きく変化するなか、1999年に食料・農業・農村基本法が
制定

食料・農業・農村基本計画が策定され、効率的かつ安定的な農業経営が農業生産
の相当部分を担う農業構造の確立を目指し、各般の施策が展開

４．食料・農業・農村基本法の理念に基づく施策の具体化（1999～2008年）
グローバル化が一層進展するなか、食料・農業・農村をめぐる情勢変化を受け、

2005年に新たな基本計画が策定
2007年度からは新たな経営所得安定対策や米政策改革推進対策、農地・水・環境

保全向上対策の農政改革三対策が開始 14



年 社会・経済のうごき 食料・農業・農村の動向と主要な施策の流れ
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1942

60

45 終戦

56「もはや戦後ではない」
（経済白書）

60 国民所得倍増計画

42「食糧管理法」制定
（国による米の全量管理等）

52 農地法制定（農地改革の成果の維持）

農
業
基
本
法
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も
と
で
の
農
政
展
開

61

80

64 東海道新幹線開業
64 オリンピック東京大会開催

65
いざなぎ景気

68 日本、ＧＮＰ世界第２位
70

71 ニクソンショック、変動相場制
へ移行

75 ロッキード事件
80 日本、世界一の長寿国へ

64 出かせぎ農民100万人を超える

65 山村振興法制定
67 米の完全自給を達成
69 自主流通米制度の発足
69 農地法改正、農業振興地域の整備に関する法律（農振法）制定

70 過疎地域対策緊急措置法制定
71 米の生産調整を本格的に開始
72 異常気象による世界食料危機
73 米国産大豆輸出規制
74 農振法改正

75 みかんの生産調整を開始

80 農地三法
（農用地利用増進事業を拡大した農用地利用増進法の制定等）

○社会の民主化 ○食糧の増産 ○農村の民主化（農地改革）
・政府による小作地の買収
・売渡しによる広範な自作農の創設

61 農業基本法の制定 ・農業生産の選択的拡大
・自立経営の育成

・借地による農地流動化の促進
・農業地帯の保全と振興

○高度経済成長のなかで農業・農村に様々なゆがみ
○国民の所得増大に伴う食料消費の高度化→米消費の減少による需給ギャップ
○都市化・工業化による地価高騰で農地の資産保有傾向の高まり等→規模拡大の停滞
○農村の過疎化、都市の過密、公害の発生等

市町村が主体となり集団的に利用権を設定し、農用地の利用を増進する
事業の創設

80 農政審議会「80年代の農政の基本方向」答申
（「日本型食生活」、「食料安全保障」の提起）
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